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１．調査概要

（１）調査地域：全国47都道府県 （２）調査対象：中小企業 6,007社

（３）調査期間：2022年７月19日～８月10日 （４）調査方法：各地商工会議所職員による訪問調査等（※）

（５）回収商工会議所数：395商工会議所 （６）回答企業数：2,880社（回答率：47.9％）

（７）調査の目的：多様な人材（女性、外国人材）の活躍に関する状況等を把握し、 今後の意見・要望活動に活かしていくため。

（※）各地商工会議所職員による訪問調査を基本としているが、コロナ禍を踏まえ、非対面（FAX、電子メール等）の方法による調査も含まれている

＜回答企業の属性＞

【業種】 ※重複を含むため、割合は100を超える。

建設業：499社（17.3%） 製造業：923社（32.0%） 卸売・小売業：554社（19.2%） 情報通信・情報サービス業：102社（3.5%）

運輸業：137社（4.8%） 宿泊・飲食業：157社（5.5%） 介護・看護業：51社（1.8%） 金融・保険・不動産業：90社（3.1%）

その他サービス業：336社（11.7%） その他：123社（4.3%） 無回答：26社（0.9%）

【従業員規模】

5人以下：63社（2.2%） 6～10人：176社（6.1%） 11～20人：509社（17.7%） 21～50人：889社（30.9%）

51～100人：565社（19.6%） 101～300人：543社（18.9%） 301人以上：106社（3.7%） 無回答：29社（1.0%）

17.3% 32.0% 19.2%

3.5%
4.8% 5.5%

1.8%

3.1%

11.7% 4.3%

0.9%

建設業 製造業 卸売・小売業 情報通信・情報サービス業

運輸業 宿泊・飲食業 介護・看護業 金融・保険・不動産業

その他サービス業 その他 無回答

2.2% 6.1% 17.7% 30.9% 19.6% 18.9% 3.7%

1.0%

５人以下 ６～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答
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２．調査結果の主なポイント（女性の活躍推進等への対応）

○「女性の活躍を推進している」と回答した企業の割合は71.6％に達するが、そのうちの半数以
上が「課題がある」と回答。

○「女性管理職」の比率については「0%」と回答した企業が43.2%と最も多く、「女性管理職比
率30％以上」の企業は10.1％にとどまる。

○女性の活躍推進の課題について、「家事・育児・介護等の負担が女性に集中している」（
45.7%）、「女性社員本人が現状以上の活躍を望まない」（44.7%）「管理職・役員候
補の女性社員（経験・年齢層）が少ない」（35.1%）などとなった。

○女性の活躍推進にあたって、政府や行政に求める支援・取組については、「税・社会保険負担（
106万円、130万円の壁等）による障壁の是正」（47.2%）が約半数にのぼる。

○改正育児・介護休業法による、自社の育児休業の取得状況の変化に対する考えについては、 「
増える」（38.6％）と「変わらない」（40.1%）が、ほぼ同程度の割合となった。

○男性の育児休業取得促進に関する課題については、 「専門業務や属人的な業務を担う社員
の育休時に対応できる代替要員が社内にいない」（52.4％） 、「採用難や資金難で育休時
の代替要員を外部から確保できない」（35.7％） 、「男性社員が育児休業の取得を望まな
い」（28.8％）などとなった。

ポイント：女性の活躍推進
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○外国人材について「既に受入れている」と回答した企業の割合は23.1%と前年調査からマイナス
2.5ポイントとわずかに減少した。

○業種別でみると、 「既に受入れている」と回答した企業の割合は「宿泊・飲食業」（35.7%）で
最も多い。「検討中」とする企業の割合は、「介護・看護業」（29.4%）が最も多く、外国人材
の今後の受入について一定の関心があることがうかがえる。

○外国人材の受入れニーズがある企業のうち、特定技能外国人を「受入れていないが、今後検討し
たい」とする企業は約半数の45.5%となった。

○外国人材の受入れに係る課題については、 「日本語による円滑なコミュニケーションが困難」（
47.8％）に加え、「仕事や人間関係、生活面でのサポート」（38.7％）、「受入れに関する手
続きが煩雑」（36.9％）を挙げる企業が多い。

○技能実習制度の適正運用に向けて期待する政府・行政の取組については、「日本語教育に関す
る支援の拡充」（40.5%）、「受入企業が負担するコストの軽減」（40.5%)、「受入企業に
求められる手続き・書類の簡素化」（39.0％）、「生活面での支援の充実」（38.1％）となっ
た。

○特定技能外国人の受入れに関する制度上の課題については、「申請手続き・書類の簡素化」（
39.1％）を挙げる企業が最も多く、次いで「特定技能１号・２号の対象分野（業種）の拡大」
（22.7％）などとなった。

２．調査結果の主なポイント（外国人材の受入れ）

ポイント：外国人材の受入れ
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女性の活躍を推進しているが、

課題がある 40.2%

女性の活躍を推進しており、

特に課題はない 31.4%

女性活躍の必要性を

感じているが、推進

していない 16.1%

女性活躍の必要性を感じていないため、推進していない 3.2%

わからない

5.2%

無回答

3.9%

１．女性の活躍推進等への対応について

女性の活躍推進に係る取組状況および課題の有無（全体集計、従業員規模別）

○「女性の活躍を推進している」と回答した企業の割合は71.6％に達するが、そのうちの半数以上が「課題が
ある」と回答。

○従業員数の多い企業ほど、「女性の活躍を推進している」企業の割合は高く、また、従業員101人以上の
企業において、「課題がある」と回答した企業の割合が他に比べ高くなっている。

n= 2,880

63.2%

62.1%

42.5%

33.5%

28.9%

27.8%

22.2%

18.9%

18.8%

29.7%

36.8%

38.9%

30.7%

38.1%

8.5%

11.0%

17.5%

17.1%

18.7%

19.3%

19.0%

0.9%

2.0%

1.4%

2.9%

5.1%

6.8%

3.2%

1.9%

2.8%

5.5%

5.3%

4.3%

13.1%

12.7%

6.6%

3.3%

3.4%

4.4%

4.1%

2.3%

4.8%

301人以上

101～300人

51～100人

21～50人

11～20人

6～10人

5人以下

女性の活躍を推進しているが、課題がある 女性の活躍を推進しており、特に課題はない
女性活躍の必要性を感じているが、推進していない 女性活躍の必要性を感じていないため、推進していない
わからない 無回答

【従業員規模別】

女性の活躍を推進している：71.6%

【全体】

n= 2,851 ※従業員数「無回答」除く
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１．女性の活躍推進への対応について

役職・雇用形態別の女性比率

○「女性役員」の比率については「０％」と回答した企業が最も多く48.1％となった。
○「女性管理職」の比率については「０％」と回答した企業が43.2%と最も多く、「女性管理職比率30%以
上(※)」の企業は10.1％にとどまる。（※政府は企業の役員や管理職の「指導的地位に占める女性」を30%程度とする目標を定めている）

○「女性従業員（正規雇用）」の比率については「10％～30%未満」と回答した企業が最も多く、38.0%
となった。「30%以上」と回答した企業は33.8％となり、女性管理職比率と比較し23.7ポイント多い。

○「女性従業員（非正規雇用）」の比率については「50％以上」と回答した企業が最も多く、32.7％となっ
た。（正規雇用：無期雇用かつフルタイム勤務の従業員（管理職含む） 非正規雇用：正規雇用者以外）

【全体】 n=2,880
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0%

48.1%

0%

43.2%

0%

5.2%

0%

21.3%

０％超～10％未満

13.9%

０％超～10％未満

28.4%

０％超～10％未満

20.9%

０％超～10％未満

16.0%

10%～30%未満15.6%

10％～30％未満 15.6%

10％～30％未満

38.0%

10％～30％未満 11.2%

30％～50％未満 10.9%

30％～50％未満 5.4%

30％～50％未満

19.6%

30％～50％未満 10.8%

50％以上

9.8%

50％以上

4.7%

50％以上

14.2%

50％以上

32.7%

無回答 1.6%

無回答 2.8%

無回答 2.0%

無回答 8.0%

女性役員

女性管理職

女性従業員

（正規雇用）

女性従業員

（非正規雇用）

女性管理職30%以上：10.1%

女性従業員（正規雇用）30%以上：33.8%



１．女性の活躍推進への対応について

女性管理職比率（従業員規模別集計）

○「女性管理職」の比率について、「0%」と回答した企業は「５人以下」で60.3%となった。従業員規模が大
きくなるほど、「０％」の企業の割合は低くなっている。

○他方、「30％以上」の比率については、「５人以下」が19.0%と最も多く、規模が大きくなるほど、割合が低く
なる傾向にある。

【従業員規模別】

60.3%

54.0%

50.9%

43.8%

40.7%

36.1%

22.6%

3.2%

10.2%

20.2%

26.1%

33.5%

40.7%

43.4%

6.3%

13.1%

12.0%

17.7%

17.0%

14.5%

23.6%

6.3%

8.5%

5.5%

5.5%

5.7%

4.1%

4.7%

12.7%

7.4%

6.3%

4.6%

2.5%

3.5%

4.7%

11.1%

6.8%

5.1%

2.4%

0.7%

1.1%

0.9%

５人以下

６～10人

11～20人

21～50人

51～100人

101～300人

301人以上

0% ０％超～10％未満 10％～30％未満 30％～50％未満 50％以上 無回答
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女性管理職30%以上：19.0%
n= 2,851 ※従業員数「無回答」除く



１．女性の活躍推進への対応について

女性管理職比率（業種別集計）

○女性管理職比率について、業種別でみると「0%」と回答した企業は「建設業」（56.5%）、「運輸業」（
50.4％）で5割を超える。

○他方、「介護・看護業」で「30%以上」と回答した企業は7割弱（66.7%）にのぼる。

【業種別】

37.4%

3.9%

24.4%

29.9%

31.4%

39.0%

39.9%

46.2%

50.4%

56.5%

30.1%

11.8%

35.6%

24.2%

33.3%

26.2%

28.3%

28.7%

33.6%

29.3%

15.4%

17.6%

26.7%

22.9%

24.5%

16.7%

18.4%

14.6%

10.2%

8.8%

2.4%

25.5%

6.7%

7.6%

3.9%

9.8%

7.0%

4.3%

4.4%

1.2%

11.4%

41.2%

4.4%

12.1%

4.9%

5.1%

4.2%

3.7%

0.0%

0.8%

3.3%

0.0%

2.2%

3.2%

2.0%

3.3%

2.2%

2.5%

1.5%
3.4%

その他

介護・看護

金融・保険・不動産業

宿泊・飲食業

情報通信・情報サービス業

その他サービス業

卸売・小売業

製造業

運輸業

建設業

0% ０％超～10％未満 10％～30％未満 30％～50％未満 50％以上 無回答

n= 2,854 ※業種「無回答」除く
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介護・看護業

女性管理職30%以上：66.7%



１．女性の活躍推進への対応について

役職・雇用形態別の女性比率の増減の方針

【全体】 n= 2,880

○女性比率の増減の方針について、「女性管理職」および「女性従業員（正規雇用）」については、「増やす」
（管理職：32.4%、従業員・正規雇用：35.6％）と「現状維持」（管理職：31.6％、従業員・正規雇
用：38.1％）が同程度の割合となった。

○「女性役員」、「女性従業員（非正規雇用）」については、「現状維持」とする回答が多い結果となった。
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17.4%

35.6%

32.4%

10.8%

43.1%

38.1%

31.6%

48.6%

1.1%

0.3%

0.1%

0.1%

32.1%

24.8%

33.8%

38.6%

6.2%

1.3%

2.0%

1.9%

女性従業員（非正規雇用）

女性従業員（正規雇用）

女性管理職

女性役員

増やす 現状維持の方針 減らす 未定 無回答

増やす

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

増やす



１．女性の活躍推進への対応について

女性比率を「増やす」と回答した理由

○女性比率を「増やす」と回答した理由については、「女性活躍による組織・事業の活性化」（69.0%）、「女
性が働きやすい環境の整備により、定着・活躍が期待できる」（45.2%)、「人手不足への対応」（42.7
％）などとなった。

2.0%

6.0%

30.2%

31.5%

42.7%

45.2%

69.0%

その他

地域に女性の求職者が多い

女性活躍による企業ブランド・イメージの向上

業務上、女性の適性が高い

人手不足への対応

女性が働きやすい環境の整備により、定着・活躍が期待できる

女性活躍による組織・事業の活性化

【全体】 n= 1,468  ※８頁 いずれかの区分で「増やす」と回答した企業
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78.2%

54.0%

34.3%

30.8%

34.0%

6.1%

2.1%

66.5%

42.8%

52.5%

31.7%

31.0%

5.9%

2.1%

女性活躍による組織・事業の活性化

女性が働きやすい環境の整備により、定着・活躍が期待できる

人手不足への対応

業務上、女性の適性が高い

女性活躍による企業ブランド・イメージの向上

地域に女性の求職者が多い

その他

女性役員・女性管理職を「増やす」と回答 女性従業員（正規雇用）・女性従業員（非正規雇用）を「増やす」と回答

１．女性の活躍推進への対応について

女性比率を「増やす」と回答した理由（役職・雇用形態別）

○女性比率を「増やす」と回答した理由について、役職・雇用形態別でみると、女性役職者（管理職もしくは役
員）比率を増やすと回答した企業では、「女性活躍による組織・事業の活性化」（78.2%）が最も多い。

○女性従業員（正規雇用者もしくは非正規雇用者）の人数の比率を増やすと回答した企業においても、「女
性活躍による組織・事業の活性化」（66.5%）が最も多く、「人手不足への対応」（52.5％）を上回る。
女性の活躍は人手不足への対応のみならず、組織・事業の活性化への期待が高いことがうかがえる。

【全体】 n= 1,468  ※８頁 いずれかの区分で「増やす」と回答した企業
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女性役員・女性管理職比率を「増やす」と回答 女性従業員（正規雇用）・女性従業員（非正規雇用）比率を「増やす」と回答



１．女性の活躍推進への対応について

女性活躍の課題①

○女性の活躍推進の課題について、「働く人の意識、業務実態における課題」では、「女性社員本人が現状以
上の活躍を望まない」（44.7%）と回答した企業の割合が最も多い。「仕事と家庭の両立」が課題とする
企業も一定数ある。

○「組織、人事上の課題」では、「管理職・役員候補の女性社員（経験・年齢層）が少ない」（35.1%）が
最も多い。

【複数回答】 n= 2,880

44.7%

28.8%

27.8%

19.6%

10.4%

女性社員本人が現状以上の活躍を望まない

業務特性により、女性が活躍できる業務が少ない

残業を含め労働時間が長く、仕事と家庭の両立が難しい

人員の不足、業務の属人化により、仕事と家庭の両立支援制…

女性活躍について、社員（管理職・同僚）の理解が乏しい

＜働く人の意識、業務実態における課題＞

35.1%

25.9%

21.2%

18.5%

18.0%

17.0%

管理職・役員候補の女性社員（経験・年齢層）が少ない

ロールモデルとなる女性社員が少ない

女性の採用が困難（求職者の応募が少ない等）

管理職のポストが少なく、女性の登用が進まない

女性活躍を推進するノウハウ（計画策定等）が不足

女性社員の育成体制が不十分（研修等）

＜組織、人事上の課題＞

人員の不足、業務の属人化により、仕事と家庭の両立支援制度
（育児休業、時短勤務等）が十分に活用できない
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45.7%

36.7%

27.2%

23.0%

12.5%

3.4%

家事・育児・介護等の負担が女性に集中している

税・社会保険負担（106万円、130万円の壁等）が障壁となり、

就業時間の調整を意識する女性社員が多い

女性だけを対象とした取組の必要性を感じない

保育所や放課後児童クラブ（学童）の施設不足、開所・閉所時間

等のサービスが不十分

既に十分に女性社員が活躍しており、これ以上の増加は見込めない

その他

１．女性の活躍推進への対応について

女性活躍の課題②

○女性の活躍推進の課題について、「社会、制度上の課題、その他」では、「家事・育児・介護等の負担が女
性に集中している」（45.7%）と回答した企業の割合が最も多い。次いで「税・社会保険負担（106万
円、130万円の壁等）が障壁となり、就業時間の調整を意識する女性社員が多い」(36.7%)となった。

【複数回答】 n= 2,880

＜社会、制度上の課題、その他＞

税・社会保険負担（106万円、130万円の壁等）が障壁となり、
就業時間の調整を意識する女性社員が多い

保育所や放課後児童クラブ（学童）の施設不足、
開所・閉所時間等のサービスが不十分
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○女性の活躍推進にあたって、政府や行政に求める支援・取組については、「税・社会保険負担（106万円、
130万円の壁等）による障壁の是正」（47.2%）が約半数にのぼる。

○次いで、「女性社員のキャリアアップ意欲の醸成に向けた研修やセミナーの実施」（30.7%）となった。

１．女性の活躍推進への対応について

女性の活躍推進にあたって、政府や行政に求める支援・取組

【複数回答】 n= 2,880

2.5%

8.9%

10.0%

13.9%

17.1%

19.9%

26.5%

26.9%

27.2%

29.5%

29.8%

30.7%

47.2%

その他

女性活躍の行動計画（一般事業主行動計画含む）の策定支援

女性活躍を推進する企業の表彰や好事例の周知

女性求職者、非正規雇用者への公的訓練の充実

女性活躍推進に係るノウハウが共有できる場の提供（他社との情報交換の場）

女性役員・管理職育成に向けた研修等

仕事と家庭が両立しやすい社内体制の整備…

仕事と家庭が両立しやすい多様で柔軟な働き方…

女性人材の採用に向けたマッチング支援

女性社員に対するスキルアップ研修等の育成支援

女性活躍推進の取組によって生じる費用負担…

女性社員のキャリアップ意欲の醸成に向けた研修やセミナーの実施

税・社会保険負担（106万円、130万円の壁等）による障壁の是正

女性活躍推進の取組によって生じる費用負担
（女性更衣室の設置、女性用トイレの設置等）の補助

仕事と家庭が両立しやすい社内体制の整備
（代替人員の育成、柔軟な人員配置等）に向けたコンサルティング支援

仕事と家庭が両立しやすい多様で柔軟な働き方
（テレワークや柔軟な勤務時間設定等）の導入支援
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36.8%

35.0%

31.3%

26.2%

15.5%

14.8%

3.2%

46.2%

34.4%

24.6%

20.0%

14.9%

13.6%

12.7%

14.2%

27.1%

35.0%

40.2%

46.8%

45.5%

36.5%

1.9%

2.6%

7.4%

12.0%

20.2%

24.4%

47.6%

0.9%

0.9%

1.6%

1.6%

2.6%

1.7%

0.0%

301人以上

101～300人

51～100人

21～50人

11～20人

6～10人

5人以下

既に対応は完了している（社内規定の整備、従業員への周知・啓発等） まだ対応は完了していないが、目途はついている

改正の内容は把握しているが、対応できていない 改正の内容も把握していない

無回答

既に対応は完了している（社

内規定の整備、従業員への

周知・啓発等）26.0%

まだ対応は完了していない

が、目途はついている

23.1%

改正の内容は把握している

が、対応できていない

37.0%

改正の内容も

把握していない

12.0%

無回答 1.9%
対応済・目途がついている 49.1%

１．女性の活躍推進への対応について

改正育児・介護休業法（10/1施行）の対応（全体集計、従業員規模別集計）

○本年4月より段階的に施行している「改正育児・介護休業法」の内、本年10月施行の「産後パパ育休の創設
」等への対応状況について、 「既に対応は完了している」もしくは「対応の目途がついている」と回答した企業
の割合は49.1％にとどまる。

○規模の小さい企業では「対応できていない」「内容も把握していない」と回答する割合が多い。
【全体】 n=2,880

【従業員規模別】 n= 2,851 ※従業員数「無回答」除く
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１．女性の活躍推進への対応について

改正育児・介護休業法による育児休業の取得状況の変化

○改正育児・介護休業法による、自社での育児休業の取得状況の変化に対する考えについては、 「増える（
※）」（38.6％）と回答する企業の割合と「変わらない」（40.1%）と回答する企業の割合が、ほぼ同
程度の割合となった。（※「大幅に増える」（2.2％）と「若干は増える」（36.4%）の合計）

【全体】 n= 2,880

大幅に増える 2.2%

若干は増える

36.4%

変わらない

40.1%

減る 0.3%

わからない

18.8%

無回答 2.3%

15
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１．女性の活躍推進への対応について

男性の育児休業取得促進に関する課題

○男性の育児休業取得促進に関する課題については、「専門業務や属人的な業務を担う社員の育休時に対
応できる代替要員が社内にいない」（52.4％） 、「採用難や資金難で育休時の代替要員を外部から確
保できない」（35.7％） 、「男性社員自身が育児休業の取得を望まない」（28.8％）が多い。

【複数回答】 n= 2,880

4.0%

10.0%

14.2%

15.1%

15.4%

28.8%

35.7%

52.4%

その他

育児休業に関する法制度の内容が分かりづらい

上司・同僚の理解が不足している

年次有給休暇や特別休暇を活用しているため、必要性を感じない

育児休業に係る労務管理の負担が大きい

男性社員自身が育児休業の取得を望まない

採用難や資金難で育休時の代替要員を外部から確保できない

専門業務や属人的な業務を担う社員の育休時に対応できる

代替要員が社内にいない

専門業務や属人的な業務を担う社員の育休時に対応できる
代替要員が社内にいない
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23.1%

25.6%

23.5%

19.3%

4.8%

5.2%

5.5%

6.3%

17.8%

16.1%

19.7%

25.2%

51.0%

52.0%

50.5%

48.0%

3.4%

1.0%

0.8%

1.1%

2022年

2021年

2020年

2019年

ある（既に受入れている） ある（今後受入れる予定） 受入れるか検討中 ない 無回答

受入れる予定＋検討中：22.6%

２．外国人材の受入れについて

外国人材の受入れニーズ①（全体集計）

○外国人材について「既に受入れている」と回答した企業の割合は23.1%と前年調査からマイナス2.5ポイント
とわずかに減少した。

○「受入れる予定」「検討中」とする企業は22.6%と前年調査から1.3ポイント増加した。

【全体】 n= 2,880 ※2019年調査期間:2019年３月25日～４月25日 / 2020年調査期間：2020年７月16日～８月７日／ 2021年調査期間:2021年７月26日～８月17日

受入れる予定＋検討中：21.3%

受入れる予定＋検討中：25.2%

受入れる予定＋検討中：31.5%
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51.9%

36.3%

26.4%

19.9%

12.4%

9.1%

4.8%

6.6%

4.4%

5.5%

4.5%

3.9%

4.0%

11.1%

14.2%

12.0%

15.4%

20.2%

22.0%

21.6%

15.9%

23.6%

44.8%

49.6%

52.0%

58.2%

64.2%

65.1%

3.8%

2.6%

3.2%

3.4%

3.5%

1.1%

3.2%

301人以上

101～300人

51～100人

21～50人

11～20人

6～10人

5人以下

ある（既に受入れている） ある（今後受入れる予定） 受入れるか検討中 ない 無回答

２．外国人材の受入れについて

外国人材の受入れニーズ②（従業員規模別集計）

○従業員規模別でみると「既に受入れている」と回答した企業の割合は、規模が大きい企業ほど高く、301人以
上では51.9%と半数を超えている。

○一方、「検討中」とする企業の割合は、従業委員数50人以下の規模が小さい企業において、比較的多くな
っている。

【従業員規模別】

検討中

既に受入れている

n= 2,851 ※従業員数「無回答」除く
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23.6%

11.7%

12.2%

15.7%

16.8%

18.2%

19.3%

26.5%

32.4%

35.7%

2.4%

4.4%

4.4%

7.8%

4.7%

5.0%

6.0%

3.9%

4.0%

9.6%

17.9%

22.6%

7.8%

29.4%

16.8%

19.2%

20.8%

9.8%

16.0%

24.2%

52.8%

59.9%

72.2%

43.1%

58.5%

55.3%

50.3%

59.8%

43.9%

25.5%

3.3%

1.5%

3.3%

3.9%

3.2%

2.2%

3.6%

0.0%

3.7%

5.1%

その他

運輸業

金融・保険・不動産業

介護・看護

卸売・小売業

建設業

その他サービス業

情報通信・情報サービス業

製造業

宿泊・飲食業

ある（既に受入れている） ある（今後受入れる予定） 受入れるか検討中 ない 無回答

介護・看護業

２．外国人材の受入れについて

外国人材の受入れニーズ③（業種別集計）

○業種別でみると、 「既に受入れている」と回答した企業の割合は「宿泊・飲食業」（35.7%）で最も多い。
○「検討中」とする企業の割合は、「介護・看護業」（29.4%）が最も多く、外国人材の今後の受入について
比較的関心が高いことがうかがえる。

【業種別】

検討中

n= 2,854 ※業種「無回答」除く
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16.8% 1.8%

2.1%

45.5%
24.6% 9.2%2022年

受入れており、今後も受入れたい 受入れていないが、受入れが決まっている

受入れているが、今後は受入れない 受入れていないが、今後検討したい

受入れに関心はない 無回答

18.3%

13.3%

3.3%

2.7%

2.1%

2.0%

47.9%

56.1%

26.9%

24.5%

1.6%

1.4%

2021年

2020年

特定技能外国人を既に雇用しており、今後も受入れたい 現在、特定技能外国人は雇用していないが、受入れが決まっている

特定技能外国人を既に雇用しているが、今後は受入れたくない 現在、特定技能外国人は雇用していないが、受入れに関心がある

現在、特定技能外国人は雇用していないが、
受入れに関心がある

２．外国人材の受入れについて

特定技能外国人の受入れ状況および関心

○外国人材の受入れニーズがある企業のうち、特定技能外国人を「受入れており、今後も受入れたい」とする企
業は16.8％と前年調査より1.5ポイント減少。

○また、特定技能外国人を「受入れていないが今後検討したい」とする企業は、約半数の45.5%となった。

※対象：17頁「外国人材の受入れニーズ」で、「ある（既に受入れている）」、「ある（今後受入れる予定）」、「受入れるか検討中」と回答した企業
※2020年調査期間：2020年７月16日～８月７日／2021年調査期間：2021年７月26日～８月17日

【全体】 n=1,313
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10.1%

12.9%

25.1%

0.5%

0.4%

1.3%

0.9%

1.5%

2.4%

40.4%

42.1%

41.0%

37.2%

32.4%

24.1%

11.0%

10.7%

6.2%

留学生

高度外国人材

技能実習生

受入れており、今後も受入れたい 受入れているが、今後は受入れない 受入れていないが、受入れが決まっている

受入れていないが、今後検討したい 受入れに関心はない 無回答

２．外国人材の受入れについて

技能実習生・高度外国人材・留学生の受入れ状況および関心

○外国人材の受入れニーズがある企業のうち、「受入れており、今後も受入れたい」と回答した割合が最も多い
のは「技能実習生」（25.1%）となった。

○「受入れていないが、今後検討したい」と回答した割合は、「技能実習」（41.0％）、「高度外国人材」（
42.1%）、「留学生」（40.4％）といずれも4割を超える。

【全体】

受入れており、
今後も受入れたい

受入れていないが、今後検討したい

※対象：17頁 外国人材の受入れニーズが「ある（既に受入れている）」、「ある（今後受入れる予定）」、「受入れるか検討中」と回答した企業n=1,313
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受入れていないが、今後検討したい

受入れていないが、今後検討したい

※高度外国人材：在留資格「研究（企業内の研究職）」、「技術（機械工学等の技術者、ＳＥ等のエンジニア）」、「人文知識･国際業務（企画、営業、経理等の事務職、企業内通訳等）」
の者で、企業内の研究者やエンジニア、海外営業、法律･会計業務等の専門職、経営を担う役員・管理職等



3.5%

12.9%

16.1%

17.9%

20.9%

24.7%

29.2%

30.1%

32.4%

36.9%

38.7%

47.8%

その他

地域の受入体制（外国語対応、生活支援等）が不十分

適切な処遇や雇用管理の方法が分からない

宗教や文化の違いへの理解

業務上の指導・指示など適切なマネジメントが困難

定着が見込めない（制度上の受入期限、帰国・転職など）

日本のビジネス慣習・マナーの指導

受入れに係るコストの負担が大きい

受入れ・採用に関するノウハウの不足

受入れに関する手続きが煩雑

仕事や人間関係、生活面でのサポート

日本語による円滑なコミュニケーションが困難

２．外国人材の受入れについて

外国人材の受入れに係る課題①

○外国人材の受入れに係る課題については、 「日本語による円滑なコミュニケーションが困難」（47.8％）、「
仕事や人間関係、生活面でのサポート」（38.7％）、「受入れに関する手続きが煩雑」（36.9％）を挙
げる企業が多い。

※対象：17頁 外国人の受入れニーズが「ある（既に受入れている）」、「ある（今後受入れる予定）」、「受入れるか検討中」をと回答した企業【複数回答】 n=1,313

22



47.9%

35.8%

35.4%

14.3%

32.7%

28.5%

23.9%

15.7%

13.3%

4.8%

9.8%

5.3%

47.8%

41.6%

38.4%

51.0%

27.4%

30.0%

25.4%

26.3%

22.7%

27.6%

16.0%

1.7%

日本語による円滑なコミュニケーションが困難

仕事や人間関係、生活面でのサポート

受入れに関する手続きが煩雑

受入れ・採用に関するノウハウの不足

受入れに係るコストの負担が大きい

日本のビジネス慣習・マナーの指導

定着が見込めない（制度上の受入期限、帰国・転職など）

業務上の指導・指示など適切なマネジメントが困難

宗教や文化の違いへの理解

適切な処遇や雇用管理の方法が分からない

地域の受入体制（外国語対応、生活支援等）が不十分

その他

受入経験あり なし

２．外国人材の受入れについて

外国人材の受入れに係る課題②（受入経験別）

○外国人材の受入れに係る課題を受入経験別にみると、受入経験がある企業では、「日本語による円滑なコ
ミュニケーションが困難」が最も多く、47.9％にのぼる。受入経験がない企業では、「受入れ・採用に関する
ノウハウの不足」が最も多く、51.0%となった。

【複数回答】 受入経験あり n=664
なし n=649

※対象：17頁 外国人の受入れニーズが「ある（既に受入れている）」、「ある（今後受入れる予定）」、「受入れるか検討中」と回答した企業
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4.1%

17.2%

19.3%

32.6%

38.1%

39.0%

40.5%

40.5%

その他

地域における共生に向けた支援（住民との交流など）

送出国、送出機関への指導・働きかけ強化

監理団体への指導・監視強化

生活面での支援の充実（交通機関、行政窓口、銀行や病院の利用方法など）

受入企業に求められる手続き・書類の簡素化

受入企業が負担するコストの軽減

日本語教育に関する支援の拡充

○技能実習制度の適正運用に向けて期待する政府・行政の取組については、「日本語教育に関する支援の拡
充」（40.5%）、「受入企業が負担するコストの軽減」（40.5%)、「受入企業に求められる手続き・書類
の簡素化」（39.0％）、「生活面での支援の充実」（38.1％）となった。

【複数回答】 n= 2,880

24２．外国人材の受入れについて

技能実習制度の適正運用に向けて期待する政府・行政の取組



２．外国人材の受入れについて

特定技能外国人の制度上の課題

○特定技能外国人の受入れに関する制度上の課題については、「申請手続き・書類の簡素化」（39.1％）を
挙げる企業が最も多く、次いで「特定技能１号・２号の対象分野（業種）の拡大」（22.7％）などとなっ
た。

【複数回答】

4.2%

8.8%

9.2%

10.4%

12.6%

17.1%

20.7%

21.2%

21.2%

22.7%

39.1%

その他

分野毎の協議会によるサポート・支援の充実

特定技能１号の家族帯同を可能とする措置

地方への就職・転職を促進するＰＲやメリットの創出

分野（業種）毎の受入可能人数の見直し

日本語や技能に関する試験内容の見直し

受入企業の義務となる支援内容の見直し

支援委託費など管理コストの負担軽減

登録支援機関の質の確保・向上…

特定技能１号・２号の対象分野（業種）の拡大

申請手続き・書類の簡素化

登録支援機関の質の確保・向上
（行政指導の強化、統一ガイドライン・マニュアルの制定など）

n= 2,880
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